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巻頭言 

学習指導要領 

 日本商業教育学会北海道部会 

部会長 川眞田 政夫 

 
令和５年日本商業教育

学会北海道部会総会・研究
協議会を１０月１４日
(土)に開催しました。 
大変お忙しい中、北海道

高等学校長協会商業部会
を代表して、北海道苫小牧
総合経済高等学校長 池
田隆先生、北海道教育庁学
校教育局高校教育課キャ
リア教育指導係長 岩館
良伸先生より、それぞれの立場での基調講話をいた
だきました。キーワードは「探求」、「時間を守る」
だったでしょうか。歴代の教科「商業」の指導主事の
お話は圧巻でした。 
さらに、日本商業教育学会会長（千葉商科大学教

授）西村修一先生、北星学園大学経済学部経営情報学
科教授 佐藤友暁先生よりご講演をいただきました。
また、札幌国際大学准教授 新谷 弥先生、札幌市立
啓北商業高等学校 石川柊斗先生から発表をいただ
きました。本当にありがとうございました。それぞれ
の講演・発表等は、会報に後述します。 
さて、特別講演の西村先生の「『情報Ⅰ』の代替科

目としての『情報処理』の指導在り方」を拝聴し、私
は、学習指導要領を浅く捉えていた事に今更ながら
恥じるばかりでした。改めて学習指導要領の重要性
を再認識しました。色々と熟考し、記述し、説明して
きた立場の西村先生は、素晴らしいとともに話して
いる姿はとても素敵に輝いていました。 
学習指導要領とは、「全国のどの地域で教育を受け

ても、一定の水準の教育を受けられるようにするた
め、文部科学省では、学校教育法等に基づき、各学校
で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準を定
めている。学習指導要領では、学校ごとに、それぞれ
の教科等の目標や大まかな教育内容を定めていて、
各学校では、この学習指導要領や年間の標準授業時
数等を踏まえ、地域や学校の実態に応じて、教育課程
を編成・実施している。」とあります。 

そこで、ChatGPTに『学習指導要領の問題点』のワ
ードを送信した結果は、次のとおりでした。 
 「学習指導要領（学習指導要領）は、教育制度やカ
リキュラムの設計において非常に重要な文書ですが、
さまざまな問題点が指摘されています。以下に、一般
的な問題点をいくつか示します。 
１ 標準化の過度な強調: 学習指導要領は、国や地
域の教育制度において統一の基準を提供すること
が目的であり、標準化が必要です。しかし、過度な
標準化は教育の多様性や個別性を無視し、学生や教
師の創造性や柔軟性を制約する可能性があります。 
２ 時代遅れの内容: 学習指導要領が更新されない
まま長期間にわたって使用されることがあるため、
内容が時代遅れになることがあります。技術や社会
の進化に対応できないことが問題です。 
３ 過密なカリキュラム: 学習指導要領に過度な要
求が課せられると、教師や学生が過密なカリキュラ
ムに対応しなければならなくなり、深い理解や探求
の機会が減少します。 

４ 評価への過度な焦点: 学習指導要領が評価の結
果に焦点を当てることが多いため、教育がテスト対
策に偏ることがあり、実際の学習や知識の習得に対
する関心が薄れることがあります。 

５ 教育格差の増大: 一部の学校や地域が指導要領
を実施できない場合、教育格差が増大する可能性が
あります。経済的、地理的、文化的な要因によって
教育の品質が不均衡になることがあります。 
６ 学生の異質性への対応の不足: 学生は異なる学
習スタイルや能力を持っており、学習指導要領がそ
れらに対応しきれないことがあります。個別の学習
ニーズに合わせた教育が不足する可能性がありま
す。 
これらの問題点は、学習指導要領の設計や実施に

おいて検討され、改善される必要があります。教育制
度は常に進化しており、生徒の最良の教育を提供す
るために柔軟で適切な方法で学習指導要領を活用す
ることが求められます。」 
さて、この ChatGPT の回答を見て、皆様はどの様

に感じられたでしょうか。ぜひ、次の機会に皆さまと
議論ができればと思います。 

いよいよ来年 2024年 8月 10・11日に札幌学院大

学新札幌校舎での全国（北海道）大会開催が決定し

ました。多くの会員の皆さまの参加をお待ちしてお

りますとともに、今後とも当会へのご理解とご支援

を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 日本商業教育学会 

第35号(2023年 12月) 
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講演 

 

日本におけるコンピュータサイエンス教育の現状と

課題 

 北星学園大学 経済学部経営情報学科  

教授 佐藤 友暁 
 
１．はじめに 

 今日の社会においてコンピュータサイエンス 

(Computer Science, CS と略記)と呼ばれる学問分

野が重要になってきている．この CSが重要になって

きている理由として以下の点が挙げられる． 

・人工知能やビッグデータを扱うことができるよう

になり自動車の自動運転や無人店舗販売などの

自動化や新サービスの導出に寄与してきている

こと 

・スマートフォンの出現により多様なデータの収集

や多様な情報の入手が可能になってきた．またス

マートフォンは社会生活を支える基盤となって

いる． 

 スマートフォンの出現や人工知能やビッグデータ

を取り扱うことができるようになった背景にはCS分

野による学問的な影響が大きい．例えば，スマートフ

ォンが実現させるためには計算機を高速かつ低消費

電力で動作させる必要がある．計算機の高速化や低

消費電力化に関するCSの研究分野として計算機アー

キテクチャ分野がある． 

 CS分野で世界のトップレベルの大学に米国のスタ

ンフォード大学がある．スタンフォード大学はシリ

コンバレーの中心になる大学として有名である．こ

のスタンフォード大学の学長を 2000年から 2016年

まで務めた John L. Hennessyは計算機アーキテクチ

ャ分野の教授である．世界的に使われている有名な 2

冊の教科書の著者で，これらの著書は「ヘネパタ」と

「パタヘネ」と呼ばれて親しまれている． 

 ヘネは先ほどのHennessy教授からパタはこちらも

シリコンバレーにあるカルフォルニア大学バークレ

ー校の David A. Patterson教授の Pattersonから付

けられている．また，Hennessy教授は Googleの持ち

株会社の Alphabet社の現会長でもあり，Googleはス

タンフォード大学の CS の博士課程の学生であった

Lawrence E. Pageと Sergey M. Brinが在学中に創

業して企業である． 

 このように世界的に重要な役割を担うCS分野は日

本において情報分野として考えられ，様々な形態で

設置されている．理学部に設置されることが多い情

報科学，工学部に設置されることが多い情報工学だ

けでなく，情報学部や文系の学部にも多くの情報系

学科が設置されている． 

 

 

（講演：佐藤友暁氏） 

 

 

 しかしながら，日本において先ほどの Googleのよ

うに巨大なシステム開発が可能な人材は非常に限ら

れるだけでなく，2023年 10月 10日の朝に発生した

全銀システムの障害のように，重要な社会インフラ

であっても障害が生じた際に３日間にも渡り障害を

解消させることができない状況を生じさせる問題も

発生する．この原因の一つに日本の情報系の教育の

問題が挙げられる． 

 

２．CSとは 

 日本において CSの定義については，諸説ある．例

えば，Wikipediaには下記の通りの記載がある[1]． 

「情報と計算の理論的基礎、及びそのコンピュータ

上への実装と応用に関する研究分野である．コンピ

ュータサイエンスは「情報科学」や「情報工学」とも

和訳される」 

 また，大学での CSについての説明の一つに電気通

信大学の下記が挙げられる[2]． 

 「次世代情報化社会の創出を目指し，コンピュータ

とその利用に関する幅広い基幹技術と理論を学びま

す。カリキュラムには，コンピュータとネットワーク

のアーキテクチャ（設計の基本）や，ソフトウェアの

解析・設計・制御手法などを学ぶ科目を配置していま

す。」 

 これらの記載から，計算機（コンピュータ）と計算

機の利用に関する基礎理論と応用に関する学問と考

えることができる．ただし，ここでの利用とはアプリ

ケーションの操作等は含まれず，新たなプログラム

言語の開発などを意味する．これは，理工系の大部分

の情報系学科ではアプリケーションの利用に関する

授業が実施されていないためである． 

 一方でCSは多様な学問に関わることができる分野

でもある．このことから多様な考えでカリキュラム

が構築されていた時期もあった．また，大学の研究分

野も多様化している．このカリキュラムと研究の２

点については現在整理が進んでいる． 

 CSのカリキュラムについては，情報処理学会にお

いて「カリキュラム標準 J17」として公開されている

[3]．このカリキュラム標準の策定にあたっては，米

国を本部とする世界規模の学会である Association 
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for Computing Machinery (ACM)と Institute of 

Electrical and Electronics Engineers (IEEE)の

Computer Societyが策定した CS2013[4]を出発点と

している． 

 研究分野については科学研究費助成事業（科研費）

の審査区分表が参考になる[5]．大区分 Jは情報分野

に該当するが CS以外のものも含まれる．この J区分

のうち，「中区分 60：情報科学、情報工学およびそ

の関連分野」に含まれる小区分の範囲が CSに該当す

る分野と考えることができる． 

 ここまでの説明で，「情報科学」と「情報工学」の

二つの言葉が出てくる．この二つの違いは研究の観

点では無いと言える．しかし，教育分野において，こ

れらはアプローチが異なる．日本において情報科学

は理学部に設置されたことから始まった．また，情報

工学は工学部に設置されたことから始まった． 

 理学と工学は学問に対するアプローチが異なる．

理学は自然現象の中に潜む真理を追求する[6]こと

を目的とし，工学は自然科学における真理・原理・法

則を応用して，人間の役に立つ技術や製品を開発し，

人間の生活を豊かにし，人間を幸せにする[7]ことを

目的としている．すなわち，理学は真理の追求に対

し，工学は真理の応用という点が異なる．世界的に

CSと呼ばれるのは計算機に関する真理の追求を目的

としている学問であるためである． 

 

３．日本における情報分野の現状 

 日本において「情報」とつく学部や学科は様々なも

のがある．さらに情報系の学科が設置されている学

部も多様であり，情報学部といった情報を核にした

学部から，理学部や工学部のように理系学部に設置

された学科がある．また文系学部においても本学の

ように経済学部に経営情報学科がある． 

 これらに共通して，高等学校教諭第 1種免許の「情

報」が取得可能である．加えて，「情報」の教員免許

が取得できる学部学科まで広げると，経済学科等の

情報とつかない学部学科においても取得可能である．

教員免許を大学で取得できるようにするために，授

業科目や内容が基準への適用状況を審査された上で

認可される．すなわち，教育内容についても審査され

ていることになる． 

 情報系の学問は理学や工学の分野においても比較

的新しい学問分野である．1970年に日本で最初の情

報系学科が京都大学と東京工業大学に設置されたこ

とが学部教育での出発点である．このとき京都大学

は工学部に情報工学科を設置し，東京工業大学は理

学部に情報科学科を設置した．その後，日本各地の理

工系の大学に情報系学科が設置された． 

 このとき工学系の情報については，電気電子工学

の教員を中心に学科が構成された．理学系の情報に

ついては数学と物理学の教員が中心に学科が構成さ

れた．計算機は電子部品や半導体で作られるため，電

気電子工学が必要であった． 

 一方で，現在の計算機の基本構成は John von 

Neumann が考案しノイマン型計算機と呼ばれる．

Neumannは数学者である．したがって数学の知識が計

算機を作る上で役に立つことは歴史的に見ても明ら

かである．加えて，今日では計算機等のデジタル回路

はソフトウエアと同じようにVHDLといったハードウ

エア記述言語を使用して開発されている． 

 また，文系学部においても情報系の学科が設置さ

れてきた．北海道の文系の情報系学科の先駆けとし

て本学の経済学部経営情報学科は1987年に設置され

た．他の道内の大学においては，1989年に北海道情

報大学と同大学に経営情報学部情報学科が設置され

た．1991年に札幌学院大学に社会情報学部社会情報

学科が設置された． 

 理学部，工学部，文系学部のそれぞれで情報分野を

扱っている．そして，情報分野の授業科目を見る限り

大きく違いが内容に感じる場合もある．しかしなが

ら，これらの３つには基礎教育の点で大きな違いが

ある． 

 CSは数学を基礎としているが，日本の理学部と工

学部では特に数学の学修目的が異なる．理学部での

数学は数学の仕組みを理解することを目的とするが，

工学部は数学を道具として使えることを目的とする．

加えて文系学部の情報系の授業においては，数学の

履修を前提としないで進めるところが多い． 

 数学を学ぶことで身につく能力として以下が挙げ

られる． 

・論理的思考力 

・抽象化能力 

・問題解決力 

・論理的表現力 

・多面的思考力 

これらの能力を身につけるためには，証明を通じた

数学の仕組みを学ぶ必要がある．すなわち，理学部数

学科を中心として実施されている数学の教育方法が

必要である．これらの能力は CSだけでなくどのよう

な分野においても役に立つ．特に，大規模なシステム

を開発する際には抽象化能力は重要である． 

 このことから情報科学やCSにおいて，数学は基礎

科目として特に重要とされる．数学の教育方法にも

特徴があり，数学科目においては講義科目のみなら

ず，演習科目も用意されている．数学の重要性は京都

大学の工学部情報学科の説明において，次の通り述

べられている[8]．「高度情報化社会の基盤となる“情

報”の本質を究明でき，“数理的思考”によって高度

なシステムの実際問題を解決できる人材を育てるこ

とを目標」．加えて今日では京都大学のように工学部

に設置されていても，理学の観点でカリキュラムが

組み込まれる例が増えてきている． 

 一方，情報工学については，電子工学を学ぶための

基礎科目が用意されている．例えば電磁気学や電子

回路などである．日本の大学において，合計の単位数

や情報系科目の数が同じであれば，情報科学と情報
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工学の違いは基礎科目における数学の比率が異なる

ことを意味する． 

 このことに関連することは名古屋大学の情報学部

コンピュータ科学科の紹介の中でも説明されている

[9]．この紹介では名古屋大学工学部電気電子情報工

学科との違いを次のように述べている． 

・コンピュータ科学科では，まず情報学の基礎（情報

の表現・数学・論理学）を学び，さらに専門ではコ

ンピュータ科学全体を深く学びます． 

・電気電子情報工学科では，まず工学の基礎（数学，

物理・化学）を学び，その上に専門（電気，電子，

情報・通信）を学びます． 

 言い換えると，情報科学は大規模なシステムの開

発を行うことを想定したカリキュラムであり，情報

工学は計算機を実現するためのデバイスや無線 LAN

やモバイル通信に必要な無線技術から計算機に関す

ることまで幅広く学ぶということができるカリキュ

ラムである． 

 スタンフォード大学等の米国の大学における数学

の学びについては東京大学と教育システムが近い．

東京大学においては，１−２年生が所属する教養学部

で情報科学を学ぶ上で不可欠な数学教育が実施され

ている．この教養学部では理学部や工学部等のどち

らに進学しても問題ないように数学の授業が展開さ

れている． 

 この結果，大学レベルの微分積分や線形代数につ

いても演習科目が用意され，証明を通じた数学が学

べるようになっている．すなわち東京大学の学生は

工学部に進学したとしても，基礎科目の数学は理学

部の学生と同じ教育が実施されていることになる．

これは米国大学の教養教育（リベラルアーツ教育）と

メジャーの関係である． 

 

４．日本の情報分野の問題点 

 日本の情報分野は情報科学より情報工学の方が多

い現状がある．日本において，工学部は理学部より学

部数，教員数と学生数全てにおいて多いことが起因

する．つまり，情報工学を学ぶことで計算機を作るた

めのデバイスからソフトウェアまで幅広く対応でき

る人材を輩出しているということができる．このこ

とはインターネットが普及していない時代において

は，日本の IT産業に適合していた． 

 30 年前の日本の IT 産業を代表する企業として，

日本電気，富士通が挙げられる．また日立製作所も計

算機の製造や半導体の製造が強かった時代である．

1989年の世界時価総額ランキングにおいて，日立製

作所は 17 位であり，日本電気については 48位であ

る[10]． 

 当時の業務の中核を担っていた計算機といえばメ

インフレームである．日本電気は ACOSシリーズ，富

士通は FACOM シリーズ，そして日立製作所は HITAC

シリーズとしてメインフレームを製造していた．メ

インフレームの特徴は計算機本体や計算機を構成す

る Central Processing Unit (CPU)からオペレーテ

ィングシステム等が全て自社で開発している点であ

る．したがって不具合が生じにくい特徴を有する．さ

らに，ハードウエアからソフトウエアまで全てを自

社で開発する際には，情報科学より情報工学での学

びが非常に生きてきた． 

 さらに，ソフトウエアの規模も現在と比較して大

きくなく，複雑でなかったため，CSレベルのプログ

ラム能力が必要とされなかった．すなわち数学を知

らなくてもプログラム言語を知っていればソフトウ

エア開発ができる規模であった． 

 この結果，日本電気等の計算機を製造する会社の

関連会社がソフトウエアの仕様書を書き，それをも

とに下請け会社がプログラムをコーディングすると

いう開発手法が出来上がった．この開発手法をウォ

ータフォール開発と呼ばれている． 

ソフトウエアの仕様書を書くエンジニアをシステム

エンジニア (SE)と日本では呼ばれている．また仕様

書をもとにプログラムのコーディングをする担当者

についてはプログラマと呼ばれている．加えて，日本

においては SEとプログラマの両方共に，情報系の学

科でなくても採用される． 

 このメインフレームで稼働していたのが，全銀シ

ステムである．このシステムは富士通のメインフレ

ームで稼働している．2023年 10月 10日に発生した

全銀システムの障害はリプレースした際にメモリ不

足によってプログラムが正常に稼働できなかったこ

とで発生した不具合である．  

 仕様書を作成するSEとプログラムをコーディング

するプログラマが異なる状況は，不具合を見つけて

修正することに時間がかかることにつながる．加え

て，メインフレームは基本的に障害に強い特徴があ

る．しかしメインフレームは障害の対処方法がかな

り制限されていることである． 

 今日の計算機環境において，新たにシステムを開

発する際にメインフレームが選択されることがなく

なり，当時と比較してソフトウエアとハードウエア

の規模が大幅に拡大している状況がある．さらに，サ

ーバなどは基本的にパソコンと同じ構成であり，多

様な製造元が製造する部品を組み合わせて作られて

いる． 

 また OSについても Linuxなどが使用されている．

このことは計算機の製造元が開発していないOSを使

用していることを意味する．このようなサーバはメ

インフレームと比べて不具合が生じやすいが，ハー

ドウエア的な不具合が生じた場合に容易に問題を解

決できる仕組みが施されている．例えば，VMware等

の仮想化技術を使用することで不具合の解消が容易

なだけでなく，どこでも開発ができる状況が整備さ

れている． 

 半導体においても回路設計と半導体製造会社は異

なる会社が担当している．例えば iPhoneに搭載され

ている CPU 全体の回路設計はアップル社が開発を行
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っている．CPU のコアの部分は英国 Arm 社が開発し

たものを使用している．しかし CPU チップの製造は

台湾の TSMC社が行っている．このように規模が拡大

し，多様に分業化されている． 

 このことは CSのように数学をベースとし，大規模

なソフトウエアや回路を設計できる人材の方が不可

欠になっていることを意味している．また，分業化に

よって，計算機などのデジタル回路設計者は半導体

の最先端のデバイスの知識を必要とせずに回路の設

計を行うことができる．半導体デバイスの最先端の

プロセスは 2nm に近くなっており，最先端デバイス

を扱うには応用物理学科等が学ぶ量子力学の知識が

必要になってくる． 

 加えて，日本においては仕様書をもとに下請け企

業がプログラムをコーディングすることでシステム

開発を行っているが，海外においての開発手法はア

ジャイル開発が主流であり，これは仕様書を作成し

ないで直接プログラミングすることで開発する手法

である．ここでの仕様書は他のプログラムと協調し

て動作させることに必要な内容が記載され，この内

容を共有することで，複数人でシステムの開発を行

う． 

 したがって，上記のような海外でのシステム開発

においては CS の大学院レベルの能力が要求される．

また，米国では CS関連分野の修士号が必須な状況に

なっている．ここに日本と米国の IT産業に大きな違

いがある．すなわち日本の IT産業においても，数学

を基礎としたCSの高度な人材が必要になってきてお

り，その人数はかなり少ない状況にある． 

 工学部が多い日本においても，電気電子工学から

発展した情報工学から数学が重要視されるCSにシス

トしてきている．これは，日本で最初の情報工学科を

設置した京都大学において，数学を重視した情報学

科に改組してきていることからも明らかである． 

 

５．おわりに 

 本稿では，日本における情報分野の現状と問題点

を述べた．日本において CS分野の学部・学科が増え

ている状況はあるが，まだまだ量と質の両面で不十

分な状況にある．この状況を変えて行くためには，数

学の重要性を認識してもらえること，数学の学びを

続けられる環境を作ることである．このことは特に

高等学校において重要であると考えられる． 
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特別講演 
 

「情報Ⅰ」の代替科目としての 

        「情報処理」の指導の在り方 
 

 日本商業教育学会 会長 

千葉商科大学 教授  西村 修一 
 
１ 共通教科情報科の内容は、先陣を切ったものか。 

共通教科情報科の内容が大幅に改訂され、「情報Ⅰ」

が必履修科目となりました。この科目の内容には、アル

ゴリズム、プログラミング、モデル化とシミュレーショ

ンなどが含まれており、それを見て商業科の「情報処理」

は時代の流れに乗り遅れたのではないかと考える先生

がいるように聞きます。本当にそうでしょうか。 

教科商業科では、アルゴリズムやプログラミングにつ

いては、昭和 40年代から取り組んでいることはご承知

のとおりだと思います。モデル化とシミュレーションに

ついては、昭和 45年改訂の学習指導要領で設けられた

「経営数学」で扱うこととしており、その後「経営情報」

に引き継がれました。 

「経営情報」については、情報処理科で選択として設

置される科目であったことから、多くの生徒が履修でき

るように、「ビジネス情報」に統合されました。その後

の改訂においても内容を充実させ、平成 30年告示の学

習指導要領において、内容を更に充実させ、「情報処理」

と「ソフトウェア活用」で扱うこととしました。 

「情報Ⅰ」で扱う内容の多くは、教科商業科で扱うこ

ととしていた内容であり、「ソフトウェア活用」、「プ

ログラミング」、「ネットワーク活用」、「ネットワー

ク管理」で更に深掘りできるようにしています。「情報

処理」では、「情報Ⅰ」で扱う内容を、ビジネスを題材

として指導することで、ビジネスで役に立つ資質・能力

を育成するようにしています。 

２ 学習指導要領と授業との間に乖離はないか。 

では、なぜ「情報処理」は時代の流れに乗り遅れてい

るという先生がいるのでしょうか。それは、学習指導要

領とその解説書を読まずに、「教科書を教える」授業を

行っているからだと思います。教科書を教える授業を実

施することで学習指導要領が示している目標が達成で

きるというものではありません。大切なことは、教科書

を使って学習指導要領に定められていることを実現す

ることです。教科書で深掘りしていないから、軽く扱っ

てよいというものではありません。 

学習指導要領とその解説を読まずに授業を行うと、こ

れらと授業との間に乖離が生じます。乖離すると、「情

報処理」の授業として不適切であり、「情報処理」の履

修として認められない、ということになりかねません。 

 

３ 「情報Ⅰ」の代替要件を満たした授業になっている

か。 

商業科の先生に、「情報Ⅰ」の内容を指導しています

か、とお聞きすると、「情報処理」で代替していますと

回答されます。「情報Ⅰ」でどのようなことを教えなけ

ればならないのですか、とお聞きすると、答えが返って

きません。このことは重大な問題をはらんでいます。 

高等学校学習指導要領の総則には、次のように規定さ

れています。 

専門教科・科目の履修によって、アの必履修教科・

科目の履修と同様の成果が期待できる場合におい

ては、その専門教科・科目の履修をもって、必履修

教科・科目の履修の一部又は全部に替えることがで

きること。 

つまり、「情報処理」の履修をもって「情報Ⅰ」の履

修に替える場合には、「情報Ⅰ」の履修と同様の成果が

期待できるよう「情報処理」の授業を計画して実施しな

ければなりません。「情報Ⅰ」の内容を理解せずに実施

した「情報処理」の授業は、「情報Ⅰ」の履修と同様の

成果を期待できるとは考えられません。 

学習指導要領解説商業編においては、「情報処理」に

おいてどのような学習活動を取り入れるのか示してい

ます。一例を挙げると次のようになります。 

内容(3)の「ウ 問題の発見と解決の方法」 

事象をモデル化し、シミュレーションを行う基礎

的な技法及びアルゴリズムを考案し、プログラムと

して表現する基礎的な技法を用いた問題の発見と

解決について、ビジネスを想定した題材を用いて扱

う。 

上記で示されている学習活動を通して、「情報Ⅰ」の

内容(3)の「コンピュータとプログラミング」で育成を

目指す資質・能力を育成することが考えられます。 

このほかにも、「情報処理」の小項目ごとにどのよう

な学習活動を取り入れるのかを示しています。それに基

づいて授業を実施することで、「情報Ⅰ」の代替が容易

になるようにしています。 

検定試験を目的化した「情報処理」の授業では、「情

報Ⅰ」の内容と開きが生じます。「情報Ⅰ」を研究しな

いで「情報処理」の授業を実施すると、同様の成果が期

待できる授業にはなりません。必履修科目である「情報

Ⅰ」を履修していないと見なされることが懸念されます。

未履修問題を再発させてはいけないという認識を持つ

ことが大切です。 

５ おわりに 

授業が変わらないのは、検定試験や教科書が変わらな

いから。検定試験が変わらないのは、教科書が変わらな

いから。教科書が変わらないのは、検定試験が変わらな

いから。こうした堂々巡りをしている間に、商業高校は

厳しい状況になりました。授業も教科書も検定試験も、

学習指導要領に合わせて変わるべきものです。それによ

り、未履修の懸念が払拭されます。商業教育の一層充実

にもつながります。 
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基調講話Ⅰ 

 

高等学校長協会商業部会について 

 北海道高等学校長協会商業部会副部会長 

北海道苫小牧総合経済高等学校 校長 池田 隆 
 
○ 商業部会について 

 目的は、北海道における商業教育の振興と発展であり、

その達成に向け、様々な事業等を実施している。 

 商業部会は、総会を最高決議機関とし、部会長、副部

会長２名、監事２名の三役、10名の常任理事からなる常

任理事会と、15 名の理事からなる理事会で構成されて

いる。令和５年度の商業部会の加盟校は110校で、うち、

商業に関する学校を設置する学校が 32校、そのうち単

置校が13校、併置校が19校という状況にある。 
 

○ 商業部会の事業について 

 「研究協議会事業」について、商業部会に加盟する校

長向けの研究協議会等を実施している。 

 「刊行物発行事業」について、商業部会の各事業、研

修会・研究会の参加、各種競技大会、新任教員の研究、

調査研究協議会等の報告や寄稿による刊行物を発行「商

業教育」を発行している。また、進学先を検討している

中学生等に向け、商業教育を PRするためのクリアファ

イルを制作・配布している。 

 「生徒奨励事業」について、生徒の日頃の学習成果の

発表の場として、ビジネス計算、ワープロ、商業クラブ

研究発表、英語スピーチコンテスト、簿記、情報処理の

各種競技大会を開催している。また、商業を学ぶ生徒の

専門的な知識と技術の習得、資質向上を図ることを目的

に１・２年生を参加対象とした商業実務新人大会も開催

している。その他、商業部会が高崎商科大学との会計教

育に関する連携協定（Haul-Ａプロジェクト）に基づき

商業部会加盟校に所属する出願希望者に対する支援事

業も行っている。 

 「教員資質向上事業」について、教職員の資質向上を

図ることを目的に、夏季休業期間中に高等学校商業教育

研究集会・協議会を開催している。また、広域性から研

修に参加できない先生方の資質向上に向け、11 地区で

地区商業教育研究協議会を開催している。その他、道外

で開催される研修会等への教員道外派遣等助成、会計に

関する指導力を自ら高める意識ある教員を対象とした

スーパー・アカウンティング・ティーチャー養成事業、

商業教育推進研究協議会を行っている。 

 商業教育推進研究協議会では、商業教育の在り方の検

討や推進事業の遂行を目的に、部会長からの諮問に対す

る答申作成、商業教育の推進者（ミドルリーダー）を育

成する商業教育リーダー研修会、商業教員初任者等研修

会、商業に関する教育課程及び指導内容、教員の専門性

を高めることを目的とした商業教育課程研究協議会等

を開催している。 

 「商業教育発展事業」について、平成21年度から、

商業に関する科目を学ぶ生徒が、商品の開発や販売等に

関する学習活動を実践する高等学校商業教育フェアを

開催している。また、商業教育の発展と充実に寄与する

ことを目的に商業教育 CMコンテストも開催している。

その他、調査研究活動において、商業教育の今日的な課

題解決を図るとともに、商業科教員の資質向上の一助を

目的に調査研究委員会設置し、調査研究協議会を実施し

ている。 
 

○ 「商業教育の発展・充実に向けて」 

 高校は社会に出るための準備段階であり、特に商業教

育は、将来の職業選択の幅を広げ、汎用性のあるスキル

を提供する大切な学びである。そのため、実務経験豊富

な教員の育成、地域社会や関係団体等と連携した教育課

程の開発をさらに加速させることが不可欠である。さら

に、デジタルスキルや起業家精神を育む学習内容を充実

させ、ビジネス状況に即したスキルを生徒に提供するこ

とが重要となる。また、実務体験やインターンシップの

機会を増やし、校外での学びも充実させ、生徒がキャリ

アを築くための基盤を強化し、経済的な成功に向け導く

ことが重要である。 
 

○ 学校経営の視点からの取組（個人的事例） 

・生徒募集に向け、中学校訪問等をとおして商業教育の

すばらしさを説明している。 

・中学生やその保護者の情報収集は学校ウェブページ

にある。情報のアップと楽しさを伝えることがキーとな

る。 

・スクール・ミッション、ポリシーはシンプルに。我々

のミッションは、「誰もが楽しいと思える学校をつくる

こと」である。難しい言葉は不要である。 

・地域に求められる学校、地域との結び付きが重要、も

っと地域の声を参考にすることが必要である。 

・キャリアは個人の職業的な成長と進化に焦点を当て

るもの、計画は人生そのものを計画することが大切。選

択肢の幅を広げてあげることが大切である。 
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基調講話Ⅱ 
 

 北海道教育庁学校教育局高校教育課 

キャリア教育指導係長  岩館 良伸 

 

１ 職業教育関係教育課程に関する調査のまとめ 

  （商業科の概要）  

○ 第１学年の在籍状況（充足率） 

 ・全日制79.8%（前年比▲1.9p）、定時制37.5% 
  （前年比＋5p）の状況 
○ 検定・資格等の取得状況 

 ・情報セキュリティマネジメント、英検準２級など 
  で取得者が増加 
○ 就職者の状況  

 ・就職者総数は814名（前年比▲43名）、①事務 
  397名、②サービス140名、③販売95名の順に 
  就業する者が多い 
○ 進学者の状況 

 ・進学者総数は1254名（前年比▲24名）。 
  ①専修・各種学校等682名、②私立大学411名の 
  順に進学する者が多い。 
 ・国公立大学52名（前年比＋３名）、内訳は旭川 

  商業（15名）、札幌国際情報（24名）など 
 ・就職者の割合が前年から▲0.6p下回ったが、商業 

  関連への就職が4.5p増加 
・進学者の割合が増加するとともに、商業関連への 

  進学先を選ぶ者が3.4p増加 
○ 特色ある教育活動 

 ・小樽未来創造：ドローンを活用した学校紹介ビデ 
  オ制作（ICT、先端技術） 
・札幌国際情報：テキストマイニングを用いた作品の 

  改善（ICT、先端技術） 
・釧路商業：観光資源のスマホを利用したPR動画 

  制作（デジタル教材） 
・八雲：クラウドを利用した学習支援（デジタル教材）  
・網走桂陽：商品開発やラジオ番組の制作（地域との 

  連携） 
・紋別：タイの高校と連携した海外販売実習（地域と 

  の連携） 
・函館商業：開発商品のぶり弁当を函館駅で販売 
・富良野緑峰：ALTとのロールプレイをタブレット 

  で撮影し相互評価 
・北見商業：コラボレーション実習設備を利用した 

  簿記のAL、遠隔授業 
・札幌国際情報：商業クラブの活動で、食品ロスを 

  テーマにSDGsの取組 
２ 教育課程の編成・実施に向けて    

(1) 教育課程の状況について 

令和５年度における商業に関する学科設置校の教育

課程表を集計したデータを元に説明します。商業におけ

る専門的な知識・技術を身に付けるためには、開設状況

が少ない「グローバル経済」、「財務会計Ⅱ」、「管理

会計」、「ネットワーク管理」などを３年生で履修でき

るようにした方がよいと考えます。多くの学校は、１年

生から３年生に進むにつれて、商業科目の開設数が減少

しています（農業科などの他学科は逆の傾向）。北海道

は小学科が他県より多いことから、より専門性を身に付

けられる教育課程が編成されているはずですが、多くの

学校は、総合的科目以外の商業科目は２年生までで履修

が終了してしまう傾向にあります。 
また、教育課程の編成・実施に係り、教科指導訪問等

で指導助言したケースは次のとおりです。 

(2) 教育課程の編成・実施に係る参考資料 

 これまでの研究会等で、二次元バーコードのリンク先

に掲載されている資料を提示しているところではあり

ますが、引き続き、各学校の教育課程の編成・実施に向

けて校内研修等で活用をしてください。 
 
３ その他 

(1) 北海道高等学校産業教育実技講座（商業）の実施 

  状況について  

 教科「商業」においては、科目「プログラミング」で

「携帯型情報通信機器ソフトウェアの開発環境の利用

（アプリ開発）」の導入がされたほか、ビジネス情報分

野において、システム開発、情報デザインの知識・技術

の習得が重要であることが明示されています。道教委

「北海道産業教育実技講座」においては、その趣旨を踏

まえた内容を取り入れることとしており、道内から８名

の参加をしました。各学校においては、科目内容の変更

に伴う研修の機会を捉え、先生方の参加を促すとともに、

企業と連携体制を構築し、地域で求められる職業人を育

成する教育課程の編成・実施に取り組んでいただくよう、

お願いします。 

・標準単位の上限が４単位を越える商業科目の履修は望ま

しくない。 
・外国語の科目で商業科目を代替する場合は、ビジネスに

必要な外国語を扱うとともに、その内容を取り扱う科目「ビ

ジネス・コミュニケーション」が設けられていることに留

意すること。 
・安易に学校設定科目を開設せず、教科商業の目標を再度

確認し、その目標を達成できる教育課程の工夫をすること。 
・検定取得は知識、技術の習得であり、学習活動において

活用を促す場面設定が大切であること（検定学習の知識偏

重型の学習活動は避ける）。 
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 「Monaca Educationで学ぶアプリ制作について」は、

全商ウェブアプリコンテストの実行委員であるアシア

ル株式会社の協力の上で実施、科目「プログラミング」

においてアプリ開発が導入されたことから、実教出版の

教科書にも掲載されている Monaca Education の演習

を行いました。同コンテストは、今年度初めての取組で

はありますが、関西の学校を中心に反応が多く、エント

リーが増えているとのことです。北海道においても、プ

ログラミング教育の充実を図りたいことから、本講座で

講師を招聘することになりました。本講座の内容は、他

県や全商協会、教職員支援機構（NITS）でも実施され

ることから、全国で開催されている研修を北海道でも受

講できるチャンスでした。そのため情報処理科を設置し

ている高校の先生を中心に参加者が集まりました。 
また、「世界一楽しい決算書の読み方」での、株式会

社Funda（大手町のランダムウォーカー）の住永COO
は、岩見沢緑陵高校の卒業生であり、高校在学中、日商

簿記１級を取得、その後全商推薦で明治大学に入学、在

学中に起業をして、簿記学習アプリや一般企業向けに経

営分析の研修を行う企業を起ち上げました。本講座では、

会計クイズを通したビジネス思考トレーニングと指導

法を解説、簿記学習アプリ「Funda簿記」による日商簿

記検定に向けた個別最適な学習の指導法について解説

がありました。なお、来年１月に実施する高教研の講師

としても講話をする予定です。 
(2) S-TEAM教育推進事業「社会との共創」推進プロ 

  ジェクト（アントレプレナー教育型）について 

 今年度においても道教委「S-TEAM 教育推進事業」

が実施されています。道教委では、昨年度から探究チャ

レンジの一環として「『社会との共創』推進プロジェク

ト（アントレプレナー教育型）」を実施しています。探

究チャレンジは範囲を広げ、他の都府県の学校も含めた

成果発表会（探究チャレンジ・ジャパン）を２月に開催

する予定です。 
昨年度は、アントレプレナー教育型に函館商業高校や

北見商業高校が参加し、ニトリのビジネスを分析、マー

ケティング的思考で課題解決までを発想・提案し、ニト

リの職員から評価を受け、提案の改善に取り組みました。

参加校の一つである釧路江南高校では、一人一台端末の

普及で机のスペースがなく、落下物が多いという生徒の

困り感から、教科書スタンドのアイデアを考え、ニトリ

の監修のもと実際に試作品を製作するなど、教科書では

学べない有意義な取組を行いました。 
本年６月に閣議決定された「教育振興基本計画」にお

いても、起業家教育の推進が重要であることが示されて

おりますので、各学校においては、本事業の取組を参考

にしていただくようお願いします。 
*********************************************** 

 

（特別講演：西村修一氏） 
 

（基調講演Ⅰ：池田 隆氏） 
 

（基調講演Ⅱ：岩館良伸氏） 
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研究発表 

 

言語活動と簿記教育の学びの深化の関連に 

ついて―教育内容の調査と研究― 
 
 札幌国際大学 人文学部 国際教養学科 

准教授 新谷 弥 
1．はじめに 

本研究の目的は、高等学校商業科教育における言語活

動の充実に関する検討を通じて、会計分野の資質・能力

（特に思考力・判断力・表現力）の育成について理解を

深める方策の検討である。学習指導要領（平成 30年告

示）では、学びの過程に対応する習得・活用・探究３つ

の資質・能力が掲げられており、会計分野においても同

様の資質・能力の育成が求められている。 

特に、「財務会計Ⅱ」の科目目標では、企業会計に関

する法規と基準及び会計処理の方法の妥当性と課題を

見いだし、科学的な根拠に基づいて創造的に課題に対応

する力を養い、会計的側面から企業及び企業の経営判断

を分析する力を養うことが目標とされている。（学習指

導要領）これには、「思考力・判断力・表現力」の育成

が欠かせない。松本（2012）は言語活動の充実が学習者

の言語習得やコミュニケーション能力の向上に寄与す

る重要な要素と述べている。 

「思考力・判断力・表現力」は、知識及び技能を活用

して課題を解決するために必要な力とされており、学習

過程において中核となる資質・能力である。これらの力

を育成するためには、言語能力の育成が重要であるとさ

れている。また、教育課程において、言語能力を育む言

語活動が教科横断的に編成されることが求められてい

る。 

本研究では、言語能力と会計分野の資質・能力（思考

力・判断力・表現力）の関係性について調査・研究を行

い、高等学校商業科教育における言語活用の充実に向け

た教育内容の現状を明らかにする目的である。 

 

2．仮説  

 「財務会計Ⅱ」の科目目標である「企業の経営判断

を分析する力を養う」（学習指導要領）という目標を達

成するために、生徒の言語活動を中心に据えた教育的取

り組みが効果的であると考える。なぜなら言語活動を通

じて、思考力・判断力・表現力などの資質や能力を高め

ることができ、さらに学習意欲や言語能力との関連性を

促進することできるからである。 

例えば、生徒には財務諸表や財務指標を読み解く力を

身につける機会を与えることで、情報の整理や分析を通

じて経営判断力を養うことができる。生徒が自分の考え

や意見を明確に表現し、他者との意見交換やディスカッ

ションを通じて新たな視点を得ることができる。 

また、論者は、この仮説を基礎として、簿記会計の指

導法における学びに向かう力の育成に関する研究を行

い、資格取得や言語能力、学びに向かう姿勢に効果があ

ると報告している。（「学びに向かう力を育てる簿記会

計の指導法研究」（2019.日本簿記学会）） 

この研究成果を踏まえ、本研究では、朝読書や『文藝

春秋 2021年論点 100』要約など、言語活動を通じて生

徒の思考力・判断力・表現力などの資質や能力を高め、

学習意欲を促進することが財務会計Ⅱの目標を達成す

るための効果的な手段であると考えている。 

 

3．方法 

R1・2年ベネッセ・駿台共通テスト模試9月と第一学

習社小論文トレーニング模試を使用し、思考力・判断力・

表現力の伸長を測定した。 

調査の対象は、商業教育を受けた生徒で、 北海道の

商業単置校３校、会計系学科・国際系学科・情報処理系

学科の３分野に分類される。A商業高校11名(R2年度卒

業)、 A商業高校228名(R3年度卒業)、 A商業高校225

名(R4年度卒業)、B商業高校212名(R4年度卒業)、C商

業高校113名(R4年度卒業)、合計789名である。 

 

4．結果 

ベネッセ・駿台共通テスト模試9月と11月を受けて

知識・理解の評価を平均し比較した結果は図1の通りで

ある。また、 A商業高校のR2年度卒業生 11名とR3年

度卒業生 13名を対象に、共通テストを利用して一般受

験するという実験も行われており、その結果、R2年度卒

業生は 11.7ポイント、R3年度卒業生は 10.8ポイント

9月から 11月にかけて成績が上昇していることが示さ

れている。 

 
図1（R2卒とR3卒の知識・理解比較） 

 

 図2はベネッセ・駿台共通テスト模試9月と11月

の成績から、思考力・判断力・表現力の評価を比較した

もので、対象者は図 1と同じ生徒である。R2年度卒業

生はマイナス10.8ポイント成績が下降している。一方

35.0

45.0

55.0

65.0

９月 １１月

知識・理解

R2年度卒業生

R3年度卒業生
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でR3年度卒業生は10.5ポイント成績が上昇している。 

 
図2（R2卒とR3卒の思・判・表比較） 

 
図 3 は第一学習社第 3 回小論文トレーニング模試を

平均し比較したもので、対象者は生徒R3年度卒業A商

業高校228名である。会計系学科・国際系学科・情報処

理系学科を比較したところ0.1ポイントであるが、会計

系学科が一番高い。 

 
図3（R3卒各学科比較） 

 
図4は年度が変わっても、第一学習社第3回小論文ト

レーニング模試の成績を平均し、比較したものである。

対象者は生徒R4年度卒業A商業高校225名である。会

計系学科・国際系学科・情報処理系学科を比較したとこ

ろ1.1ポイント会計系学科が一番高い。 

 
図4（R4卒各学科比較） 

図5は、第一学習社第3回小論文トレーニング模試を

平均し比較したものである。対象者は生徒 R4年度卒業

B商業高校212名である。会計系学科・国際系学科・情

報処理系学科を比較したところ0.8ポイント、会計系学

科が一番高い。 

 
図5（R4卒各学科比較） 

 
図6は、第一学習社作文トレーニング模試を平均し比

較したものである。評価基準は図1・2・3の100点法と

は違いA・B・C・D評価のため、論者が便宜上「A」を4、

「B」を3「C」を2、「D」を１とし、平均している。対

象者は生徒R4年度卒業C商業高校113名である。会計

系学科・国際系学科・情報処理系学科を比較したところ

0.04ポイント、会計系学科が低い。 

 
図6（R4卒各学科比較） 

 
図 7 は第一学習社第 3 回小論文トレーニング模試を

平均し比較したものである。対象者はA商業高校の商業

教育を受けたR3年度卒業生228名、R4年度卒業生225

名である。図 3・4で示されたように会計系学科が一番

高いが、同じ会計系学科を比較してみると、17.8ポイン

ト違う。 

 
図7（R2卒とR3卒模試平均比較） 

 
図8は第一学習社第3回小論文トレーニング模試を

平均し比較したものである。対象者はA商業高校とB
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商業高校の商業教育を受けたR4年度卒業生225名、R4

年度卒業生212名である。同年代で、同じ会計系学科

を比較してみても、17.9ポイント違う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図8（R4卒 A商業とB商業の比較） 

 
5．考察  

A商業高校 R3年度卒業生が１年 4月に実施したベネ

ッセ基礎力診断テストによると、会計系学科はAゾーン

5名・Bゾーン23名・Cゾーン26名・Dゾーン14名、

国際系学科は Aゾーン0名・Bゾーン17 名・Cゾーン

26名・Dゾーン19名、情報系学科はAゾーン3名・Bゾ

ーン25名・Cゾーン38名・Dゾーン32名であった。入

学当初は会計系学科の上位層が他学科より多かったも

のの、最終的にはどの学科も特に偏った成績が見られな

かったという結果が示された。ベネッセ総合学力テスト

2年 10月に実施した結果では、会計系学科だけが Dゾ

ーンに属する生徒は14名から8名と減少していた。そ

の学生と分析してみると、Dゾーンから上がった6名の

うち、後に行われた日商簿記検定2級には5名が合格し

ていた。これは、学習意欲が向上したこともあるが、思

考力・判断力が身についたことも要因と考える。 

図 2で R2年度卒業生はマイナス10.8ポイント下降

している。R3年度卒業生は前年度の成績に比べて 10.5

ポイント上昇している。 

図4は会計系学科の生徒は、小論文のスキルが比較的

高いレベルで習得していることが推測される。 

このような結果が出た背景には、学科ごとのカリキュ

ラムや指導法、生徒たちの取り組み方など、様々な要因

が考えられる。例えば、「財務会計Ⅱ」を学習している

生徒においては、論理的思考力や表現力を重視する授業

や演習が行われている。また、生徒たちが自分たちの弱

点を自覚し、積極的に学習に取り組んでいることが影響

している。このような分析を通じて、各学科において、

小論文のスキルを習得するためのカリキュラムや演習

を充実させることが考えられる。また、生徒たちが自分

たちの弱点や課題を自覚し、積極的に学習法を身につけ

ることも重要である。 

この差異は、各校の国語科との連携に対する取り組み

の違いによるものとされる。改訂された学習指導要領に

おいて、国語科の目標や内容が見直され、言語能力の育

成に重点が置かれるようになった。この結果、国語科主

導で行われた朝学習などの取り組みにより、学力の向上

が見られた。一方、図3から6では、会計系学科の生徒

たちの学力の向上が見て取れる。「財務会計Ⅱ」を履修

し、財務会計に関する基礎的な知識と技術を習得するこ

とで、会計情報を活用する能力が育成された。また、多

様な考えを理解する力が身につけられたと考える。図

7.8では、残念ながら、国語科の主導で学年経営ができ

ていなかったことが原因である。これは、学年全体での

取り組みが不十分だったために、学力向上につながらな

かった。 

 

6．終わりに 

模試の生徒評価の比較は、同じ生徒から得たデータで

ないため、比較対象として適切ではない要素が含む。し

かし、１年生から「思考力・判断力・表現力」育成のた

めの授業改善の取り組みの結果からは日商簿記検定２

級合格者の増加させたことが、経済状況、実務を意識さ

せた学習内容の生徒理解の向上、学びの充実などに寄与

できたと考える。 

本研究をきっかけに商業教育を受けて大学進学をし

た学生を入試区分から推薦入試群、一般推薦群に大きく

分け、さらに学校別に分類する。学業成績については各

大学のGrade Point Average（以下GPA）で分析する。

これらを分析し、効率性をもとに今後商業教育が改善す

べき点を提示し、高大接続を充実していきたい。 

 
参考文献 

武井昭也他「思考力・判断力・表現力を育てる学習指導に

関する研究」『北海道立教育研究所研究紀要』第124号 
塚本稔(2020)「商業教育の課題解決」『埼玉学園大学紀要』

179-186頁 
豊田佐和子、登本洋子、高橋純（2022）「高等学校の国語

科教師を対象とした『現代の国語』の学習指導状況調査」

『日本教育工学会研究報告集148-155頁 
日本会計士会編（2013）『会計教育の指針』 
松本浩之（2012）「『言語活動の充実に関する指導事例集』

をめぐって」『文教大学教育研究紀要』47-54頁 
森口隆一（2017）『高等学校商業科における会計学習のあ

り方に関する研究』 
文部科学省（平成 30 年 3月告示）『高等学校学習指導要

領（商業編）』 
文部科学省（平成 30 年 3月告示）『高等学校学習指導要

領（商業編）解説』 
安谷元伸、北村拓也（2018）「論理的な思考力の向上を目

的とした『情報教育』の実践」『滋賀大学教育学部附属

中学校平成29年度研究紀要』 
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実践発表 

 

教員の指導改善による学習評価の変容 

      -指導と評価の一体化のために- 
 
 市立札幌啓北商業高等学校 教諭 石川 柊斗 
 

１．学習指導の現状と学習評価の目的 

（１）科目「簿記」における指導の現状 

 科目「簿記」では、考査や検定試験を意識し「知識・

技術」の習得に偏った授業が行われている現状があり課

題を抱えていた。「テストの点数＝評価＝評定」といっ

た考えが抜けきれず、指導と評価の一体化を図るには難

しい状況であった。また、教員同士の情報共有は、授業

進度の確認で終わってしまい、生徒の学習状況や指導に

おける悩みを 1 人の教員が抱え込んでしまう現状であ

る。 

（２）学習評価の課題と改善の基本的な方向性 

 昨年度、実施された「令和４年度産業・情報技術等指

導者養成研修」に参加し、指導と評価の一体化のための

学習評価の在り方について研修を受けた。本研修で得ら

れた資料を引用し、学習状況の評価の基本的な考え方を

確認する。 

ア 学習評価の課題 

 学習評価における主な課題は〔図１〕にあるように、

学校や教師の状況によっては、学期末や学年末などの事

後での評価に終始してしまい、評価の結果が生徒の具体

的な学習改善につながっていないことが指摘されてい

る。このため、学習評価の充実に当たっては、いわゆる

評価のための評価に終わることのないよう指導と評価

の一体化を図り、学習の成果だけでなく、学習の過程を

一層重視し、生徒が自分自身の目標や課題をもって学習

を進めていけるように評価を行うことが大切である。 

 
1 文部科学省 2018「高等学校学習指導要領解説商業編」 p16 

イ 学習評価の改善の基本的な方向性 

 学校における働き方改革が喫緊の課題となっている

ことを踏まえ，次の基本的な考え⽅に⽴って、学習評価

を真に意味のあるものとすることが重要である。 
 
１ 児童生徒の学習改善につながるものにしていくこと 

２ 教師の指導改善につながるものにしていくこと 

３ これまで慣行として行われてきたことでも、必要性・妥当性

が認められないものは見直していくこと 

 

２．実践の概要 

（１）実践の目的 

 本実践は、「知識・技術」の習得に偏っていた指導を

見直し、生徒の学びを深める学習を設定することで、教

員の指導に対する意識改革を行い、評価が生徒の学習改

善や教員の指導改善と結びつくことを目的とした。 

（２）学びを深める学習活動 

 学習指導要領の商業科の目標では「身に付けた知識，

技術などを活用し，ビジネスに関する具体的な事例につ

いて多面的・多角的に分析し，考察や討論を行う学習活

動が大切である。」1とある。このような点から、「知識・

技術」を習得し、理解したこと・できることをどのよう

に活用するかを考えさせることが重要であると考えた。

そこで、ワークシートを用いた学習を取り入れ「知識・

技術」を活用し、実務における具体的な事象や課題を考

え、他者と協力しながら、解決する力を身に付けさせる

狙いである。 

 

３．具体的な実践内容 

（１）科目「簿記」ワークシートを用いた学習活動 

本事例では、ワークシートNo.１単元「５章仕訳と

転記」、ワークシートNo.２「１１章 商品売買の取

引」をもとに観点別学習状況の評価を実施した。どち

らのワークシートにおいても評価の要点は「実務を

踏まえた根拠が示されている」ことである。 

(１)-１「５章 仕訳と転記」 

ワークシートNo.１では「知識・技術」「思考・判

断・表現」の評価を行なった。仕訳や記帳方法を形で

覚えている可能性があり、取引の記録と企業活動を

関連付け、実務で起こる現象を踏まえた根拠を示す

ことができているかを評価する。 

（１）-２「１１章 商品売買の取引」 

ワークシートNo.２では「思考・判断・表現」の評

価を行った。記帳法の指導に多くの時間を費やし、本

来持つ補助簿としての意味や役割を学ぶ機会が少な

いのではないかと考えた。そのため記帳法の妥当性

〔図１〕 

〔図２〕 
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や実務における課題について考えることができるか

を評価した。また、ワークシートNo.２は、ワークシ

ートNo.１の学習後、下記の（２）、（３）を実践し

た状況で学習活動を行なった。 

（２）学習指導と評価の接続 

 学習評価の基本的な方向性は、生徒の学習改善や教員

の指導改善につながるものにすることである。そこで

〔図２〕のように「評価のフィードバック」行い、生徒

は自分自身の目標や課題を設定し、教員は指導における

改善点の分析を行った。フィードバックを行う際には、

生徒に学習評価とワークシートの評価基準を提示し、補

うべき点を明確にすることを意識した。 

 この一連の取り組みを行う中で留意した点は、それぞ

れの活動が循環し続けることである〔図２〕。循環が機

能すると、知識・技術の指導の中で、どの程度「活用す

る力」を育むことができたかを見取ることができる。学

習の評価によって、次の単元における指導の課題が明確

となり、指導の改善をスムーズに図ることができる。こ

のようなことから生徒の学習改善がより効果的に行わ

れると考えた。 

 

 
（３）計画的な指導改善  

 本科目において、教員が指導上の悩みや困り感を1人

で抱えている現状があった。このような状況の中で、指

導改善を促す学習活動を行うことは、効果的ではないと

考えた。 

 そこで、指導の現状を共有し、科目としての指導目標

を定め、計画的に指導改善に取り組むこととした。具体

的には〔図３〕のような PDCAサイクルの考えを取り入

れ、継続的な指導改善を目指した。 

 計画では、科目会議を３回実施し、学習単元の要点を

明確化し単元目標の設定を行ない、指導の重点を教員間

で共有した。その上で各教員の意見を取り入れながらワ

ークシートの作成を行い、各評価観点の到達点を共有し

た。 

 評価では、学習評価をもとに、自身の指導の振り返り、

指導の評価を行なった。振り返りは Googleフォームを

活用し、各教員が抱える指導の課題やクラスの現状を共

有している。また、振り返りであげられた指導の課題は、

次の単元目標の設定やワークシートの作成に活用し、指

導の改善に繋げている。 

 

 

（４）自らの指導を振り返る自己評価と目標設定 

 前期が終了し、各クラスの評価が出たタイミングで、

指導の「自己評価」と「目標設定」を行なった〔図４〕。

前期における評価や指導内容を踏まえながら、自分自身

の授業を客観視し、現在の指導力を把握することで指導

の弱点を考えることが目的である。観点別評価の項目に

沿って自己評価を行い、特に改善したい評価観点をあげ、

後期の指導改善につなげる。 

 

〔図４〕後期に向けた目標設定 教員記入例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「思考・判断・表現（考えさせる力）」 

今はまだワークシートの評価をつけるための指導

しかできていない。そのため、ワークシートの評価も

低い。普段から考える癖がついていないのでいきな

り考えろと言ってもできないということが数値に表

れている。普段の授業から、実務をイメージして自分

事として考えられるよう指導の仕方を変えていく。 

 
 

 
 

計画

・単元目標の設定

・ワークシートの作成

実行

・学習指導の実践

評価

・指導の振り返り

（学習評価を元に）

改善

・振り返りを踏ま

えた学習指導

知識・技術
の習得

ワークシート
の実施

学習の評価
評価の

フィードバック

学習・指導
の改善の検

討

〔図２〕 

〔図３〕 
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〔図５〕 

４．実践結果と今後の課題 

（１）実践後の学習評価の変化 

 ワークシートNo.１の評価をもとに、学習指導と評価

の接続や計画的な指導改善を行い、ワークシートNo.２

を実施した結果、〔図５〕にあるように、６クラス中４

クラスの評価点が上昇した。科目会議を行い、指導の重

点を共有できたことによって、授業における指導改善が

進んだと考えることができる。ワークシートNo.１の学

習評価から指導が不十分だった観点を確認し、指導を見

直すことができたと考えられる。しかし、後期に向けた

目標設定で取り上げた教員記入例では、ワークシートに

取り組む授業では生徒に考えさせる授業ができている

が、それ以外の授業では、実践することができていない

現状を述べている。また、２クラスがワークシートNo.

２の評価点を下げている。担当教員は評価のフィードバ

ックを行なった際に、原因はワークシートNo.１の評価

基準が甘かったと振り返っている。先で述べたように、

どちらのワークシートにおいても評価の要点は「実務を

踏まえた根拠が示されている」であった。このようなこ

とから、評価基準の捉え方にばらつきがあったと考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
（２）今後の課題について 
 計画的な指導改善によりワークシートの評価を上げ

ることは達成することができた。しかし、指導改善が、

進んでいるのは、ワークシートを用いた学習に留まり、

教員間で評価基準の捉え方にばらつきが生じている。こ

のような課題を解決すためには、今回行った実践事例を

繰り返し取り組むことで、教員の経験値を増やしていく

必要があると考える。そのため、各教員が後期に向けた

目標設定を行ったのは、長期的な取り組みになることを

狙いとしている。また、教員同士の情報共有を図ること

によって、教員自身の学びを深めることができると考え

ている。今後も科目担当間での協働を図り、指導と評価

の一体化に向けて取り組み続けていきたい。 

<参考文献> 

「高等学校学習指導要領解説商業編（平成30年告示）解説  

  商業編」 平成30年7月 文部科学省 

 

（研究発表：新谷 弥 氏） 

 
 

 
（実践発表：石川柊斗 氏） 

 
 
************************************************ 
 
 

 
 
 
 

  ワークシート１ ワークシート２ 
１ 6.08 6.90 
２ 5.55 6.20 
３ 5.56 6.90 
４ 7.85 7.50 
５ 7.03 5.25 
６ 5.73 5.75 
平均 6.29 6.42 
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全国大会報告 

 
第33回全国（新潟）大会参加報告 
 
 日本商業教育学会北海道部会副部会長 石川智寛 
 
 第33回全国（新潟）大会は、8月19日、20日

の2日間にわたり、『令和の日本型教育を見据えた

新たな商業（ビジネス）教育の構築を目指して』を

統一論題として、新潟経営大学を会場に行われまし

た。 
 会員の参加者数は、107名うち北海道からは、川

眞田部会長をはじめ11名で参加して参りました。 
今年の北海道の夏も大変暑かったのですが、新潟の

夏は、気温35度とさらに暑かったわけですが、そ

のような中、開会式、次いで会員総会のあと、研究

会がスタートとなりました。 
 まず、講演Ⅰとして、株式会社きっかわ 専務の

吉川 美貴（きっかわ みき）氏より「先人の知恵

と心を受け継ぐ事業経営と町おこし」というテーマ

で、新潟県村上市におけるお店の経営と地元の方々

との町おこしについての講演であった。もともと村

上市が城下町として持つ要素である①城跡、②武家

屋敷、③町屋（町人町）などを大切にしながら行政

の補助金などにたよらず、町の人と協力して、もと

もとあるものを活かして町づくりを行うといった取

り組みが大変興味深い内容の講話でありました。わ

が北海道においても、若者の流失問題や農林水産商

業の後継者問題においても「若者は行おうとしてい

ることの理念・趣旨・思いに賛同・共鳴してくれる

と移住してきて仕事やプロジェクトに携わってくれ

る」という視点は、大いに参考となる考え方であり

ました。 
 統一論題報告では、新潟経営大学の大澤先生・波

多先生、関西大学会計専門職大学院の伊藤先生より

「会計専門職の受験資格改正とその影響 ～高大及

び会計専門職大学院教育との連携の可能性～」があ

った。次いで、令和４・５年度学会助成研究報告に

移り、日本大学の岸本先生と埼玉県立浦和商業高校

の内田先生より「リテールマーケティング・コンテ

ストを活用した商業教育モデルの形成について～リ

テコンソーシアムの創設と運営による『主体的・対

話的で深い学び』の推進～」があった。次に、コロ

ナ禍でこの全国大会がZOOM開催となっておりま

したので、４年ぶりに日韓学術交流会が開催され、

水原大学の朴 成模先生から「韓国ＭＺ世代の特徴

と職場生活に関する研究 ～日本さとり世代に与え

る意味～」とグランドコリアレジャー人材開発院 

趙 恩善氏から「融合・複合観光人材養成教育課程

の開発および運営事例の研究」の２つの研究発表が

ありました。以上が第一日目の内容です。 
 第二日目は、講演Ⅱとして、文部科学省初等中等

教育局 視学官の田中 圭先生より「専門教科『商

業』における学習指導と評価の在り方」と題して、

様々な教育機器や機材をとおした支援やコーチング

の仕方、観点別評価のポイントなどについて、具体

的な事例をもとに解説いただいた。次に、第一日目

に引き続き、統一論題研究報告として、北信越部会

新潟支部の平倉先生より「PERT技法による教科等

横断的で深い学びへの指導計画 ～俯瞰的視野で相

互関係がわかる年間指導計画の作成～」、次に岐阜

協立大学の所先生より「令和7年度の高大ズレへの

取り組み ～複数大学における商業教育の現状と仮

設生成～」、昼食休憩をはさんで県立岐阜商業の田

中先生から「高大・高校間連携をとおした会計教

育」、最後に青山学院大学大学院の松﨑先生から

「教育のトレンドと商業科 ～令和新時代に商業教

育に吹く「追い風」を前に～」の報告がありまし

た。次に自由論題研究報告に移り、４つの分科会に

分かれて行われた。 
 特に、第３分科会では、北海道部会の北星学園大

学の古谷先生から「商業科における地理情報システ

ム（GIS）を用いた学習指導」というテーマで発表

があった。札幌市内のコンビニの出店分布や商圏の

特性について、統計データを地図上に表示して分

析・把握するといった学習指導方法の試みについて

の発表がありました。自由論題研究報告について

は、４つの分科会で合計１１本の報告がありまし

た。 
 最後に閉会式では、北海道部会の坂口先生より次

期開催地挨拶があり、閉幕となりました。 
 以上、雑駁ではございますが、全国大会の報告と

いたします。 
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部会報第35号発行にあたり 
１．今年度の総会について 

本年度の北海道部会総会を10月14日（土）北星学園大

学Ｃ館において28名の会員参加のもと開催しました。 

総会では令和 4年度事業報告・決算報告ならびに令和 5

年度の事業計画・予算等を審議いただき、承認されました。

今年度は役員改選期ではありませんが顧問職の取り扱い

について役員会で審議された「自ら顧問の辞任を申し出た

場合は顧問職を解く」、「事務局からの連絡（役員会・総

会案内等）に２年間返信がない場合は顧問職を解く」につ

いて承認されました。これによりこれまで長く顧問であっ

た坂下紀彦先生、石垣 巧先生、山田紀雄先生が退任となり

ました。また、鈴木敏彦先生はご逝去されたとのことで、

衷心よりお悔やみ申しあげます。4 名の先生におかれまし

ては、当会の運営に長く携わり、顧問としてもご指導をい

ただいたことに、この場をお借りしてお礼を申しあげます。

ありがとうございました。 

また、学会運営については、全国大会での発表や査読論

文についての意見が寄せられましたので、本部事務局に伝

え、会員の皆さまの発表機会充実を目指したいと思います。

この後もご要望やお気づきの点がありましたら事務局ま

でお知らせください。 

２．研究協議会について 

 研究協議会は、各地から 30 名の会員に参加いただき開

催しました。今年は学会長の西村修一先生にもご講演をい

ただき充実した内容となりました。なお、本年度のプログ

ラムは以下の次第をご覧ください。 

「研究協議会次第」 

研究課題：「令和の日本型教育を見据えた新たな 

      商業（ビジネス）教育の構築を目指して」 

全体司会・進行 

  事務局（札幌学院大学）      川渕 正広  

(1) 基調講話（13:00～13:40） 

・北海道高等学校長協会商業部会 

  北海道苫小牧総合経済高等学校校長 池田 隆 氏 

・北海道教育庁学校教育局高校教育課 

  キャリア教育指導係長      岩館 良伸 氏 

(2) 特別講演（13:40～14:00） 

「情報Ⅰ」の代替科目としての 

          「情報処理」の指導の在り方 

講師 日本商業教育学会会長 

   千葉商科大学 教授     西村 修一 氏 

(3) 研究発表（14:10～14:35） 

「言語能力と簿記教育の学びの深化の関連について 

             −教育内容の調査と研究−」 

発表者 札幌国際大学人文学部 准教授 新谷 弥 氏 

(4) 実践発表（14:35～15:00） 

「教員の指導改善による学習評価の変容 

          −指導と評価の一体化のために−」 

発表者 市立札幌啓北商業高等学校 

             教諭  石川 柊斗 氏 

(5) 講 演 （15:10〜16:10） 

「日本におけるコンピュータサイエンス教育 

                  の現状と課題」 

講 師 北星学園大学 経済学部 

      経営情報学科 教授  佐藤 友暁 氏 

(6) 全国大会報告（16:20～16:30） 

報告者 日本商業教育学会北海道部会  

        副部会長       石川 智寛 

(7) 意見交換会（16:30～17:00） 

テーマ「次年度全国大会開催に向けて」 

司会：事務局（北海道武蔵女子短大）  髙橋 秀幸 

   事務局（函館商業高等学校）   大江 美穂 
(8) 閉 会 式（17:00） 

総括：日本商業教育学会北海道部会部会長 川眞田政夫 
 ご講演、ご発表いただきました先生方には、当日の発表

と部会報の原稿執筆をいただきありがとうございました。

また、会場校の北星学園大学の古谷次郎先生には準備・設

営等でお世話になりました。 

３．会員制度・会費納入について 

 日本商業教育学会は、教科商業に関するテーマの調査研

究や教材開発を行うなど幅広い活動をしております。ご自

身の研究発表や論文発表に興味をお持ちの方は、ぜひ全国

会員への加入をご検討ください（年会費は5,000円ですが、

北海道部会会費1,000円は不要となります）。 
 加入方法やなど詳細につきましては、学会本部のwebサ
イトをご覧いただくか事務局までお問い合わせください。

（学会webサイトURL：http://www.syogyo-ed.jp/） 
 また、北海道部会への参加は、北海道部会年会費 1,000
円をいただいております。当部会の運営は皆さまからの年

会費で成り立っておりますので、年会費納入につきまして

は研究会への参加の有無にかかわらずお願いいたします。 
４．令和６年度総会・研究協議会、全国大会のお知らせ 

 来年度の研究協議会は、全国大会に代えるため独自には

開催しません。ぜひ、8月10・11日に札幌学院大学で開催

する全国大会にご参加ください（大会参加費 5,000 円）。 
 現時点で予定している内容を「お知らせ」として同封し

ましたのでご覧ください。全国の会員と議論できる貴重な

場となりますので参加をお待ちしております。開催が近く

なりましたら皆さまに案内を差しあげます。なお、北海道

部会の総会は秋頃にオンラインで開催する予定です。 
（文責：事務局長 髙橋秀幸） 
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